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研究成果の概要（和文）：　前半は送金との関係を研究した。まず送金額を増やすために送金の送り手数料と受け取り
手数料を誰が負担すべきかを調べた。つぎに利他主義が移民の送金額と移民の家族による送金の支出に及ぼす影響を調
べた。さらに利他主義が潜在的移民の労働移動の決定と送金額に及ぼす影響を調べた。
　後半は人的資本形成との関係を研究した。まず労働移動の可能性が労働の送り出し国の教育需要や人的資本形成に及
ぼす影響を調べた。つぎに労働の送り出し国と受け入れ国の賃金格差の違いが労働の送り出し国の人的資本におよぼす
影響を調べた。さらに労働移動が行われる際どのような条件のもとで家庭教育が人的資本形成を促進するかを調べた。

研究成果の概要（英文）： In the first half of the study, I dealt with problems related with remittances. 
Firstly, I examined who should pay the sending fee and receiving fee to maximize the amount of 
remittances. Secondly, 
I　examined　the　effects　of　altruism　on　the　amount　of　remittances　and　the　spending　of　remitta
nces.　Thirdly,　I　examined　the　effects　of　altruism　on　the　migration　decision　and　the　amount　
of　remittances.
 In the second half of the study, I dealt with problems related with human capital formation. Firstly, I 
examined how migration possibilities affect the demand for education and human capital formation. 
Secondly, I examined the effects of the wage disparity between the labour sending and receiving countries 
on human capital formation of the labour sending country. Thirdly, I found the conditions under which 
internal migration facilitates human capital formation.

研究分野：マクロ経済学、労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
 貧困は途上国の最も深刻な経済問題であ
る。外国への移動とそこでの就労は、貧困の
緩和のためのおもな手段である。外国で労働
を供給し家族へ送金することにより、労働の
送り出し国の貧困が緩和されている。家族を
自国に残して外国で働くことが本人やその
家族にとって真に幸せなことであるかどう
かは別にして、貧困を送金によって緩和する
ことがやむを得ないと一般に見なされてき
た。送金をいかにして増やすかについては世
界銀行等も取り組んでいるが、個々の労働者
や個々の家族レベルでの分析が十分ではな
い。このような側面からの研究が必要であっ
た。 
 また外国での就労の可能性は労働者の教
育需要を高め、労働の送り出し国の平均的な
人的資本を高めるという、いわゆるbrain gain
を生じさせるとStarkなどの研究者によって
いわれるようになったが、実証的には必ずし
も常にこれを確認する結果が得られている
わけではない。理由の一部は理論分析におい
て、単純化されてしまった側面があったから
ではないかと推測される。具体的には教育の
金銭的な側面を考慮した分析が必要ではな
いかと推測され、これをモデル分析に含める
必要があった。 
 
２．研究の目的 
国際労働移動の送金とのかかわりに関し
ては、送金額を増やすために送金の送り手数
料と受け取り手数料を誰が負担すべきかを
明らかにすること、利他主義が移民の送金額
と移民の家族による送金の支出に及ぼす影
響を明らかにすること、利他主義が潜在的移
民の労働移動の決定と送金額に及ぼす影響
を明らかにすることを目的とした。 
 国際労働移動の人的資本形成とのかかわ
りに関しては、労働移動の可能性が労働の送
り出し国の教育需要や人的資本形成に及ぼ
す影響を明らかにすること、労働の送り出し
国と受け入れ国の賃金格差の違いが労働の
送り出し国の人的資本におよぼす影響を明
らかにすること、労働移動が行われる際どの
ような条件のもとで家庭教育が人的資本形
成を促進するかを明らかにすることを目的
とした。 
 
３．研究の方法 
モデルをつかった理論の構築 
 
４．研究成果 
(1) 従来の研究では人的資本形成における家
庭教育 home educationの役割は学校教育 
school educationほど明示的にモデル化される
ことが少なかった。しかし国内労働移動は、
その形態によって家庭教育の大きさが大き
く異なる。 
  そこで国内労働移動をモデル化する際に
家庭教育を明示的に含め、国内労働移動がお

こなわれる際どのような条件のもとで家庭
教育が人的資本形成に貢献するかを検討し、
与えられた条件のもとでどちらの国内労働
移動、すなわち親だけの国内労働移動  
parental internal migrationまたは家族をともな
った国内労働移動family internal migrationが
人的資本の形成につながる可能性があるか
を明らかにした。 
 
(2) 労働の送り出し国と労働の受け入れ国そ
れぞれに熟練労働者と不熟練労働者が存在
し、これらの労働者のあいたでの賃金格差が
2国で異なると仮定し、労働移動の可能性が
労働の送り出し国の人的資本形成にどのよ
うな影響を及ぼすかを明らかにしようとし
た。 
そして労働の受け入れ国は労働移動の可
能性により、brain drain平均的な人的資本スト
ックの減少とbrain gain平均的な人的資本ス
トックの増加が同時に生じることを示した。
さらに労働の受け入れ国の賃金格差が送り
出し国のそれよりも大きければ、熟練労働者
がbrain gainを経験し不熟練労働者がbrain 
drainを経験することがわかった。一方、労働
の送り出し国の賃金格差が受け入れ国のそ
れよりも十分大きければ、熟練労働者がbrain 
drainを経験し不熟練労働者がbrain gainを経
験することがわかった。 
この結果は、労働の送り出し国の政府が労
働者の外国への移動を奨励しようとするな
らば、受け入れ国との賃金格差の違いを考慮
しなければならないことを含意している。 
 
(3) 教育を需要するために教育市場で成立す
る価格を支払わなければならない場合に、生
まれつきの能力の異なる労働者の人的資本
形成が、労働移動の可能性の変化によってど
のように影響を受けるかを調べた。 
従来の研究は、労働者が同質で教育を需要
するために金銭的な費用が存在しないと仮
定した。教育の供給が小さい場合、労働移動
の可能性の上昇は、平均的な人的資本ストッ
クを減少させる。言い換えればbrain drainが生
ずる。この結果は、労働移動の可能性の上昇
が人的資本形成を促進する、すなわちbrain 
gainをもたらす、という従来の結果を覆すも
のである。 
 
(4) 利他主義が潜在的移民の労働移動の決定
と送金額に及ぼす影響を調べ、利他主義が予
想送金額をどのように変化させるかを明ら
かにした。 
従来の研究は、利他主義が労働移動に関す
る決定に及ぼす影響に十分な注意を払わな
かった。労働移動に費用がかからない場合、
潜在的移民が利他的であるほど予想送金額
は大きいが、労働移動に費用がかかる場合、
潜在的移民が利他的であっても予想送金額
が大きくなるとは限らない。 
 



(5) 二重労働市場をもち効率賃金仮説にした
がって賃金が決定される小国開放経済を仮
定し、熟練外国人労働者受け入れ枠の変更が
異なった雇用者制裁employer sanctionsが実施
されるもと、自国人労働者、合法外国人労働
者および非合法外国人労働者の厚生にどの
ような影響をおよぼすかを調べた。 
そしてつぎの結果を得た。雇用者制裁のた
めの罰金が大きい場合、受け入れ枠の拡大に
よって、自国人労働者の厚生が増す。一方、
雇用者制裁のための罰金が小さい場合、受け
入れ枠の縮小によって、自国人労働者の厚生
が増す。これらの結果は、自国人労働者の厚
生を高めようとするならば、政策当局が受け
入れ枠と雇用者制裁を独立に操作できない
ことを意味している。またもし熟練外国人労
働者の受け入れ枠を拡大することによって
これらの労働者の受け入れを増やそうとす
るならば、政府は雇用者制裁のための罰金を
大きくしておかなければならないことも意
味している。 
 
(6) 利他主義が移民の送金におよぼす影響と
利他主義が家族の送金の支出におよぼす影
響を調べた。 
先行研究は専ら移民の送金受領者、例えば
移民が出身国に残した家族、にたいする利他
主義の影響を明らかにしようとしたが、送金
受領者の移民にたいする利他主義について
は関心をもたなかった。 
これにたいし本研究は移民と送金受領者
が互いに利他的であると仮定し、利他主義が
送金額におよぼす影響と送金の使用目的、す
なわち消費か投資におよぼす影響を明らか
にした。具体的には、移民が送金受領者にた
いして利他的であるほど送金額は大きいが、
送金受領者が移民にたいして利他的である
ほど送金されたお金が投資ではなく消費に
支出されやすいことを導き出した。 
この結果は、構成員を移民として送り出す
家族が構成員どうしで互いに利他的である
ほど、送金が経済発展につながりにくいこと
を含意している。なぜなら利他主義により、
送金されるお金が増えても、それが消費に使
われてしまうからである。 
 
(7) 外国人労働者の出身国への送金を増加さ
せる方法の1つとして、送金費用を引き下げ
ることが有効であるといわれている。しかし
送金費用には、お金を送るための費用  
sending feesとお金を受け取るための費用  
receiving feesとがある。先行研究は、これら
の費用を区別して送金額にたいする影響を
議論してこなかった。 
そこでこれらの費用を明示的に区別して、
送金額を増やす方法を見つけ出そうとした。
そしてつぎの結果を得た。政策当局がお金を
送るための費用をお金を受け取る人から税
金として徴収し、それをお金を送る人に補助
金として支払う（移転する）ことによって、

送金にかかわるすべての主体の利害に影響
をおよぼすことなく、送金額を最大にするこ
とができる。 
このような結果が導き出されるのは、お金
を送るための費用の増加は送金額を減少さ
せるが、お金を受け取るための費用の増加は
送金額を増加させるからである。 
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